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1985

紀陽ソフトウェアサービス株式会社
（現 紀陽情報システム株式会社）設立

1991

シンボルマークの使用を開始

1995

創立100周年

1997

風説の流布による
預金の流出

1992

「紀陽ピクシス」
（現 本業支援推進室）設置

1984.3

貸出金残高 1兆円達成

1999

和歌山県商工信用組合の事業譲受

2006

株式会社紀陽ホールディングス設立
株式会社和歌山銀行と合併
公的資金315億円導入

2008.3

預金残高 3兆円達成

2020.3

貸出金残高 3兆円達成

2021.3

預金残高 4兆円達成

和歌山県に本店を置く唯一の地方銀行に

大阪において
法人向け取引を強化

1895 株式会社紀陽貯蓄銀行設立

1922 普通銀行に転換
 商号を「株式会社紀陽銀行」に改称
1931 和歌山市金庫の指定を受ける
1948 県外店舗第一号として五条支店開設

41

社屋は元浪速銀行和歌山支店の建物を譲り受け

たものであるが、業容の拡大に伴い年々手狭とな

り、業務にも支障を来すようになっていた。

　折から、第1次世界大戦による好況で、当行の

業績は急速に上昇し、大正6年10月には資本金20

万円から50万円への増資も決定された。さらに、9

年には創立25周年を迎えることもあって本店の新

築を急ぐこととなった。

　大正7年1月、近くに仮営業所を開設して着工。

翌8年7月末に竣工し、8月18日から新装された本

店で営業を開始した。総工費8万4,686円を投じた

新社屋は、洋風のレンガと石の外郭、内部は木造、

第
1
部
／
第
１
章

紀陽貯蓄銀行の時代第 １ 章
〈明治28（1895）年～大正10（1921）年〉

大正初期の当校役職員（秋葉山公園にて）

本店の営業室内

新築落成の本店外観
湊支店新築広告

（大6.6.1 紀伊毎日新聞）
新聞広告

（大8.8.15 和歌山新報）

営業室以外は鋼板ぶき、2階造りの堂々たる店舗

であった。

1950

大阪府下第一号店舗として深日支店開設

1950

74年前から大阪に出店

1970

紀陽大阪ビル竣工 

1973

東京・大阪両証券取引所第二部に上場

1975

東京・大阪両証券取引所第一部に昇格

1980.3

預金残高 1兆円達成

地域の皆さまとともに、129年の歴史を歩んでまいりました
　紀陽銀行は、１８９５年の創立以来、和歌山県および大阪府を主要エリアとして地域の皆さまとともに歩んでまいり
ました。その間、バブル経済崩壊後の多額の不良債権処理や１９９７年１１月に風説の流布による預金流出が発生する
など、大きな危機に直面しましたが、地域の皆さまの温かいご支援により、ここまで成長することができました。当
行はこの経験とノウハウを活かし、地域経済の発展に尽力するとともに、地域の皆さまに対する「感謝」を忘れるこ
となく、サステナブル社会の実現に貢献してまいります。

2012 ⃝ 紀陽堺ビルに大阪本部設置
2013 ⃝ 公的資金完済　⃝ 株式会社紀陽ホールディングスと合併
2015 ⃝ 紀陽大阪ビルに融資部大阪分室を設置
2017 ⃝ 監査等委員会設置会社へ移行
2022 ⃝ 東京証券取引所プライム市場へ移行　長期ビジョン策定

⃝ 勘定系システムを「BankVision on Azure」に移行
2023 ⃝ 紀陽フィナンシャルグループサステナビリティ基本方針策定

1896 第1回夏季オリンピック開催
1903 日本初の市電、大阪市電開業
1945 日本がポツダム宣言受諾（終戦）

1964 アジア圏初の東京五輪
1973 変動相場制へ移行
1985 プラザ合意
1989 消費税導入

1991 バブル崩壊
1995 阪神・淡路大震災
1996 日本版金融ビッグバン構想
2005 ペイオフ完全実施

2008 リーマンショック発生
2011 東日本大震災
2016 日銀が初のマイナス金利政策
2020 新型コロナウイルス感染拡大
2024 日銀がマイナス金利政策解除

社
会
経
済
の
流
れ

紀陽銀行の歩み

地域社会の繁栄に貢献し、地域とともに歩む
堅実経営に徹し、たくましく着実な発展をめざす

紀陽フィナンシャルグループ経営理念
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2004
3末

2005
3末

2006
3末

2007
3末

2008
3末

2009
3末

2010
3末

● 和歌山県内貸出金残高（億円）

● 大阪府内貸出金残高（億円）

2011
3末

2012
3末

2013
3末

2014
3末

2015
3末

2016
3末

2017
3末

2018
3末

2019
3末

2020
3末

2021
3末

2022
3末

2023
3末

2024
3末 

2009/3末シェア 45.5%

10,528億円

2009/3末シェア 2.5%

11,269億円
2024/3末 12,538億円

2023/3末シェア 45.2%

2024/3末  20,874億円

2023/3末シェア 3.5%

0

和歌山県 大阪府
⃝ リゾート地の白浜や世界遺産に登録されている高野山をはじめとした観光資源が豊富
⃝  本州最南端に位置し、温暖な気候から県内各地で果物栽培がおこなわれており、みかん・

うめ・かきなど全国でもトップ水準の生産量を誇る

⃝ 2025年開催予定の大阪・関西万博による経済波及効果の期待
⃝ 2030年開業予定の統合型リゾート立地による生産増加・雇用創出の期待

（総務省、和歌山県の統計資料等より当行調査）

2023/3末
出所：金融ジャーナル増刊号

「金融マップ」2024年版より

2023/3末
出所：金融ジャーナル増刊号

「金融マップ」2024年版より

出所：帝国データバンクメインバンク調査2023※ 出向者、嘱託行員、パート除く

本店

紀陽堺ビル

紀陽大阪ビル

（総務省、大阪府の統計資料等より当行調査）

事業基盤

和歌山県の主要データ 大阪府の主要データ

貸出金シェア 3.5 %貸出金シェア 45.2 %

預金シェア 1.1 %預金シェア 33.6 %

● 店舗数 地域別構成 ● 預金等・貸出金 地域別構成 (単位：億円）

● 役員・従業員 地域別構成 (単位：人） ● 当行メインバンク取引状況

■貸出金残高（億円）　■預金等残高（億円）　●事業性コアカスタマー数

2020/3末 2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末

3,677
4,041

4,563
4,848 5,087

15,982

10,925

17,277

12,321

18,331

12,523

19,439

12,555

20,874

12,893

2020/3末 2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末

11,621 12,167 12,414 12,540 12,538

28,963
31,755 32,759 32,894 33,487

2,870
3,102

3,476 3,418 3,534

■ 貸出金残高（億円）　■預金等残高（億円）　●事業性コアカスタマー数

事業性拠点数

店舗数

■ 和歌山　■ 大阪　■ 奈良・東京等

68 41 3 112

11 23 2 36 貸出金

預金等

■ 和歌山　■ 大阪　■ 奈良・東京等

12,538
33%

20,874
54%

5,101
13%

33,487
71%

12,893
28%

677　1%

47,057

38,513

従業員

役　員

■ 和歌山　■ 大阪　■ その他

1,095
54%

879
43%

57
3%

9
53%

8
47% 17

2,031
大阪府

和歌山県

大阪南地区
（堺市以南）

■ 紀陽銀行　■ その他

2% 98%

63%

10% 90%

37%

人口　89 万人 事業所数　4.8 万事業所

県内総生産　3 兆円 １人あたり県民所得　2,751 千円

人口　876 万人 事業所数　37.7 万事業所

府内総生産　39 兆円 １人あたり府民所得　2,830 千円

大阪府内への出店は 74年前から

全国
2位

直近5年間で大阪府内
貸出金約5,000億円増加
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中小企業取引を
起点とした

ビジネスモデル

コンサルティング

地域GX

デジタル

ファイナンス資産形成

キャピタル

市場運用

リース

人的
資本

外部環境

INPUT
（活用する資本）

ACTIVITY
（経営戦略と事業活動）

OUTCOME
（創造する価値）

社会価値の創出

サステナビリティKPI

長期ビジョン
お客さまとの価値共創と

企業変革への挑戦を続け、
人が未来を創造する

地域金融グループとなる

長期ビジョンKPI

企業価値の向上

マテリアリティ

知的
資本

社会関係
資本

財務
資本

製造
資本

自然
資本

⃝ グループ従業員数 2,352人
 (内紀陽銀行 2,031人 )
 (内紀陽情報システム 233人 )
 (内その他 88人 ）
⃝ お客さまの期待に本気で向き合う企業風土

⃝ 人口減少・人材流動化
⃝ 金利上昇
⃝ 物価上昇

⃝ 地域経済の発展
⃝ 人的資本の最大化と持続性向上
⃝ ガバナンスとコンプライアンスの強化

コーポレートガバナンス 企業文化

サステナビリティ推進体制 リスクマネジメント レジリエンス

コンプライアンス

⃝ 規制緩和
⃝ AI技術の進化・DXの加速
⃝ カーボンニュートラル

⃝ 気候変動への対応
⃝ オペレーショナル・レジリエンスの確保

⃝ 中小企業取引における目利き、ノウハウ
⃝ メイン取引にこだわる本業支援活動
⃝ グループ機能の活用による高度な課題解決力

⃝ 事業性コアカスタマー数 8,989先
⃝ メインバンクシェア和歌山県内 63％
⃝ 預金シェア和歌山県内 33％
⃝ 貸出金シェア和歌山県内 45％
⃝ 業歴129年の情報とリレーション
⃝ 大阪府での７４年の歴史と地元化

⃝ 預金調達 4兆7,057億円
⃝ 貸出資産 3兆8,513億円
⃝ 自己資本比率(連結) 12.77％
⃝ 外部格付 JCR:A+、R&I:A

⃝ 店舗数 112店舗
⃝ 店舗外ATM 136拠点
⃝ 充実した地域内金融インフラ

⃝ 豊かな自然環境
⃝ 地域の観光資源

紀陽銀行の価値創造プロセス（持続可能なビジネスモデル）

※ 各計数は2024年3月31日時点
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サステナブルな地域社会実現への貢献には、当行が持続可能な環境・社会・企業統治（ESG）の実現を含めた
サステナビリティ経営を高度化する必要があります。

当行はコーポレート・サステナビリティを意識した経営の高度化と、グループの中長期的な企業価値向上のため、
「サステナビリティ委員会」「サステナビリティ推進室」を設置しております。

責任ある投融資に向けた取組方針

サステナビリティ基本方針

マテリアリティ（重要課題）の特定プロセス

サステナビリティ推進体制

経営企画部（サステナビリティ推進室）
⃝ SDGsに関する取り組みのとりまとめ、総括、体系的な開示　⃝ 気候変動対策への取り組み　⃝ 行内外における周知活動　⃝ 社会貢献活動の実施　⃝ IT戦略によるDX推進

地
域
の
お
客
さ
ま

※既存の取り組みのほか、今後新たに実施する取り組みも含む

基本方針

リスク・負の影響を低減する分野

積極的に支援する分野

投融資の取り組みにあたっては、ESG（環境・社会・ガバナンス）の視点に配慮し、社会の持続的な発展、社会的課題の解決に努
める必要がある。そのため、環境・社会問題に真摯に向き合っている取引先に対しては、地域金融機関として適切な知見の提供や積
極的な支援をおこなう。

一方で、環境、社会に対してリスク、負の影響を与える投融資については慎重に判断し、その影響を低減・回避するよう努める。

紀陽フィナンシャルグループは、経営理念である「地域社会の繁栄に貢献し、地域とともに歩む」を不変の使命であり存在意義と捉え、
地域経済の成長と社会課題の解決の両立をめざし、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

社会および地域から取り組みが強く求められており、かつ当行グループの持続的な企業経営に重大な影響を及ぼすものをマテリアリティ
（重要課題）と位置づけ、中長期的な視点から解決に向けた取り組みをおこなってまいります。

重要な社会課題および地域の課題に対する当行グループの企業活動における役割を明確化するため、マテリアリティ（重要課題）を特
定し、取り組みを関連付けて示すことで地域金融機関として持続的な地域社会への貢献を示します。

巨大な社会変化の潮流（メガトレンド）の整理1

2 メガトレンドから地域社会を取り巻く社会課題を抽出

3 当行グループの重要性とステークホルダーの
重要性の2軸によりマテリアリティを特定

環境や社会に与えるネガティブな影響が大きいと考えられる、下記に示す特定の業種、セクターに対して投融資取引をおこなう際に
は十分に留意する。

環境や社会に与えるポジティブな影響が大きく、地
域の持続的発展に寄与する、右記に示す取り組みに対
して投融資取引をおこなう際には積極的に支援する。

❶ 森林資源や生物多様性の保全や環境負荷軽減に資する取り組み
❷ 再生可能エネルギー等の脱炭素化社会への移行にかかる取り組み
❸ 非財務情報の把握を前提とした顧客課題の解決に資する取り組み
❹ 地域振興や地域の雇用創出・維持につながる取り組み

❶ 兵器　❷ 石炭火力発電　❸ 森林伐採　❹ パーム油農園開発

行内環境の整備

人事部 営業統括部

市場営業部

融資部

本業を通じた取り組み

ソリューション戦略部

営業店 等

地方創生部
総務部

リスク統括部

事務システム部

経営会議

取締役会 サステナビリティ委員会
⃝ ＥＳＧ・ＳＤＧｓの経営戦略への融合等の協議
⃝ ＴＣＦＤにかかる気候変動リスク等への対応

⃝ コーポレート・サステナビリティを意識した経営戦略の一層の高度化

経営理念である「地域社会の繁栄に貢献し、地域とともに歩む」の実現に向け、あらゆる企業活動において地域経済の成長と社会課題の解決に貢献します。
ステークホルダー（地域社会・顧客・株主・従業員等）と当行グループ双方にとって重要な課題をマテリアリティ（重要課題）として設定し、中長期的な観点
から経営と一体化した取り組みを推進します。

サステナビリティ基本方針（2023年6月策定）

当行グループの重要度

社会的な重要性が高いが、
現時点では企業経営に与える影響が
他の課題と比較して少ないもの

当行グループの企業経営にとって
重大な影響を及ぼすもの

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
重
要
度

マテリアリティ

特定

地域社会の繁栄に貢献し、地域とともに歩む
堅実経営に徹し、たくましく着実な発展をめざす

お客さまとの価値共創と企業変革への挑戦を続け、
人が未来を創造する地域金融グループとなる

サステナビリティ基本方針

マテリアリティの解決

マテリアリティへの取り組み

経営理念

長期ビジョン

行動指針・行動憲章・役職員行動規範

経営戦略

存在意義

サステナビリティ経営
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マテリアリティ(重要課題） リスクと機会 主な取組み サステナビリティKPI ２０２3年度実績 2026年度 
7次中計最終年度

2032年度
長期ビジョン達成時

地域経済の発展
P54

リ
ス
ク

事業者数減少による地域の産業構造の変化
労働力人口減少による地域の生産力の低下 ⃝ 事業者への本業支援の強化

⃝ 創業・スタートアップ支援の強化
⃝ 事業者に対するDX提案

本業付加価値【長期ビジョンKPI】 453億円 483億円 580億円

創業支援相談先数 95件 累計370件 累計1,500件

機 

会

融資および本業支援による
事業者の成長・発展
創業やスタートアップ支援による
地域経済の活性化

DX関連事業の受託件数 21件 累計100件 累計300件

人的資本の
最大化と持続性向上
P27

リ
ス
ク

環境整備不足による
優秀な人材の流出、採用難
スキル承継の停滞による競争力の低下

⃝ 人事戦略と経営戦略の融合
⃝ 働きがいのある職場づくり
⃝ 多様な働き方に対する環境整備

本業支援人的資本ROI【長期ビジョンKPI】 0.84倍 0.87倍 1.00倍

ソリューション営業人材一人当たりの本業付加価値 88百万円 90百万円 93百万円

ソリューション営業人材の配置人数 510人 536人 620人

エンゲージメントスコア（総合） 69.2 70 72以上

機 

会 人的資本経営の実践による企業価値の向上

エンゲージメントスコア（挑戦する風土） 59 60 70以上

エンゲージメントスコア（キャリア機会の提供） 71 75 80以上

時差勤務・在宅勤務等の利用者数 274人 400人以上 500人以上

ガバナンスと
コンプライアンスの強化
P65

リ
ス
ク

取締役会の機能不全による
不適切な企業統治
不祥事件の発生による
金融機関としての信用の失墜 ⃝ 取締役会の実効性評価

⃝ 行動憲章・役職員行動規範の浸透
⃝ 人権方針の浸透

外部機関評価による取締役会の実効性向上 ― 外部機関評価導入 外部機関評価導入

機 

会

取締役会の実効性向上
顧客本位の営業体制構築による
営業基盤の確立

継続的な実施および各方針の浸透 ― ― ―

気候変動への対応
P50

リ
ス
ク

環境破壊による自然資本の毀損
地域脱炭素化の停滞による地元経済の減退 ⃝ サステナブルファイナンスの推進

⃝ TCFDを活用した気候変動対応
⃝ 脱炭素に関するソリューション営業の展開

サステナブルファイナンス実行額 2,722億円(累計） 7,000億円（2029年度目標）

CO₂排出量削減割合（2013年度比） 58% 70%（2030年度目標）
機 

会
地域脱炭素化による
事業者の収益機会の創出 脱炭素ソリューション実績件数 52件 累計180件 累計800件

オペレーショナル・
レジリエンスの確保
P73

リ
ス
ク

大規模災害による金融インフラの停止
情報流出（サイバー攻撃等）による
信用の失墜 ⃝ 激甚災害に対するBCP体制強化

⃝ サイバーセキュリティの強化
継続的な実施および取組内容の高度化 コンサルによる

BCP診断を実施 ― ―

機 

会
顧客目線での危機時の影響の極小化
ブランドイメージの向上

マテリアリティ（重要課題）

※ 本業付加価値は取引先に対するサービスの付加価値（本業の売上高）を示す　（計算式：貸出金平残×預貸金利回差＋役務取引等利益)
※ 本業支援人的資本ＲＯＩは本業における人件費の投資利益率を示す　（計算式：顧客向けサービス業務利益÷人件費）
※ 累計は2024年４月以降分を集計（サステナブルファイナンス実行額は2022年4月以降を集計）
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（億円） ■ 奈良県・東京都 等　■ 大阪府内　■ 和歌山県内
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（億円） ■ 奈良県・東京都 等　■ 大阪府内　■ 和歌山県内
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貸出金残高 38,513億円

※ バーゼルⅢ最終化を2023年3月から早期適用
※ （参考）バーゼルⅢ最終化完全適用後の試算値は11.2%  

※ 株主還元方針：配当と自己株式の取得をあわせて４０％以上

親会社株主に帰属する当期純利益（連結） 150億円

中小企業向け貸出残高 18,556億円 自己資本比率（連結） 12.7%

預金等残高 47,057億円

顧客向けサービス業務利益 146億円

総還元性向 41.8%・配当性向 21.8%ROE（連結） 6.5%

財務ハイライト 非財務ハイライト

事業性
コアカスタマー先数※

サステナブルファイナンス
累計実行額

キャリアチャレンジ
制度利用者数

女性管理職比率

女性取締役比率 

CO₂排出量
（Scope1・Scope2）削減割合

外部研修派遣者数　

社外取締役比率

※ コアカスタマー戦略
当行をメインバンクとしてご利用いただいているお客さま（＝コアカスタマー）に対し、当行の経営資源を優先的かつ集中的に投下し、新たな価値をご提供していく
戦略。（第５次中期経営計画より開始）

実行目標 7,000億円
（2022年4月～2030年3月）

2,722億円

2024/3末

（前年度比 ＋408）

8,989先

2024/3末

（前年度比 ＋124）

328人

2024/3期

（前年度比＋2.2%）

24.1%

2024/3末

目標：2030年度に
2013年度比70%以上削減、

2050年度カーボンニュートラル

58%

2024/3期

（前年度比 ＋16）

85人

2024/3期

（4/12人）

33.3%

2024/6末

（2/12人）

16.6%

2024/6末
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